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国・産業・企業の競争力概念に関する探索的研究
─アメリカ製造業が直面した課題を素材として─

明　石　芳　彦
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２.　アメリカ製造業の競争力低下と国・産業の競争力規定要因
３.　企業の競争力と製品競争力
４.　技術優位論とハイテク産業の競争力
５.　競争力基盤としての産業システムとイノベーション
６.　考察
７.　結び

１.　はじめに

　アメリカ製造業の競争力が低下したせいもあり、不振産業では事業規模および雇用者
数が縮小した。たとえば、鉄鋼産業では従業者数が1950年の49万人から2007年では１万
人となった。テレビ産業は1990年に消滅した。自動車産業のうち乗用車については1961
年から2010年におけるビッグ３の市場販売シェアが88％から44％に低下した（明石［2019］
31,36,61ページ）。アメリカ製造業の競争力が低下し、貿易赤字が恒常化したのは、1971年
以降である（1973年と1975年を除き）。スコットは、1968年以降、アメリカの製造業は斜陽
化したと述べている（Scott［1985］pp.3,26、訳書31,68ページ）。
　ただし、アメリカの国際競争力・産業競争力の低下という現実をアメリカが認めたのは、
1985年ころである。それ以前にも指摘や懸念はあったが、スコットは、1987年までアメリ
カで国際競争力の政治問題化はなかったという（Scott［1985］ 日本語版への序文（1987年３
月）、訳書３ページ）。その点とは別に、アメリカの国際競争力に関する具体的な検討が多

〔論文〕



66

くなったのは1980年代になってからであろう1）。
　筆者は過去にも国・産業・企業の競争力の異同を指摘したことはある（明石［2012］［2019］

［2020］）が、本稿では、そもそも競争力とは何かを概念的に検討すること、および実証方
法に関する課題を検討することを目的とする。検討方法は探索的研究方法による2）。
　研究の背景として、競争規定要因と競争力向上要因の分析や手法に関する検討は無数
に近いほど存在するが、意外なことに競争力の明確な定義は定まっていない。国際競争
力や貿易政策に関わる文献では貿易収支を見て国単位の競争力の優劣を論じることが多
い。経営学や一部の産業経済学では世界市場シェアを見ることが多い。具体的に競争力

（competitiveness）を表題に掲げる文献においても、競争力を復活させる対策や競争力を
向上させる手法を論じることが中心であり、競争力の定義さえない文献も少なくない3）。

　このような状況を踏まえて、本稿では、実態分析や政策理論と結びつく次元において、
第１に、国・産業の競争力（国際競争力と呼ばれている）および企業の競争力をいかに捉え
るかについて主要な見解や計測方法をレビューし、従来の考え方を整理する。そして、貿
易理論における比較優位説（費用比較）の視点をはじめ、経済学における費用対効果、技術
や品質の優劣、技術の競争力でみた競争力の比較などの特徴と限界を検討する。
　第２に、特定企業や特定国に本拠地を置く企業群の世界市場シェアを指標としたとき、
世界市場シェアを競争力の指標とすることの意味や妥当性や限界を考える。それととも
に、特定企業や特定国企業の販売額・販売実績の実態分析から特定国の産業競争力を捉え
ることの意味と限界を考える。たしかに、国単位や産業単位での貿易状況にせよ、そのも
ととなるデータは個別企業の販売や購入のデータである。個別企業の活動実態の分析は、
販売や購入という行為から見る点で事業実績を把握しやすい面もある。それでも、個別企
業の販売が、どの国からどの国への実態かを考えていくと、第三国輸出、本国への逆輸入
など、統計資料の整理の仕方に考慮を要する事例や、複雑な解釈を必要とする場合がある。
　第３に、費用や費用以外の要因を決定する各国の産業システムとその構成要素（サブシ
ステム）の関係をどのように捉えることが適切かを考える。たとえば、産業・企業の競争
力と、国の制度や政策、または企業戦略の秀逸さとの関係とを結び付けるロジックを検討
する。そして、今後の検討仮説を導くことを目指す。

1） 宮田は、この間の経緯を産業政策の是非をめぐる視点から詳しく論じている（宮田［2001］第３章、第４
章）。ただし、本稿では産業政策への言及は最低限にとどめている。

2） 本稿でいう探索的研究とは、検証仮説をあらかじめ設けるのではなく、輻輳する概念の検討や実態分析
結果を整理することを通じて、検討すべき仮説を導く研究方法を指す。詳細は、明石芳彦『社会科学系
論文の書き方』ミネルヴァ書房、2018年、53ページを参照。

3） コトラー＝カルタジャヤ＝デンフアン（山形浩生訳）『コトラー競争力を高めるマーケティング』（原タイ
トル:Marketing for competitiveness）丸善出版、2018年。
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２.　アメリカ製造業の競争力低下と国・産業の競争力規定要因

２－１．国際競争力・産業競争力の低下の実態とその解釈
（1）産業別貿易状況に着目する視点
　1970年代から1990年頃まで、鉄鋼、乗用車、カラーテレビのアメリカ製造企業の世界市
場およびアメリカ市場におけるシェアが傾向的に低下した。たとえば、表１にはアメリカ
の世界市場シェアの推移を例示している。表１から、1960-1980年の世界市場におけるア
メリカのシェアを見ると、16％から11%へと５ポイント低下している。
　また、表２から、1960-1979年において、米国での主要産業売上高における米国企業のシェ
アをみると、家電製品、繊維機械、計算機などでは、顕著な低下傾向が読み取れる。
　ちなみに、表３において、1962-1979年での世界市場におけるアメリカ企業の輸出シェ
アを主要品目ごとに見ても、自動車、通信装置、繊維・皮革機械、鉄道車両、住宅用備品
などで、比較的に大きな低下傾向が分
かる。
　アメリカ産業の国際競争力低下が提
起した論点をどのように捉えるか。従
来の方法として、国の競争力を分析す
る際、まずは、一国の貿易状況に着目
し、記述統計的指標として、競争力指
標（（輸出―輸入）／（輸出＋輸入））など
を使い比較分析することが多い。それ
は、貿易実績、つまりは輸出や輸入と
いう取引金額・取引量、または販売金
額・販売量や購入金額・購入量など貿
易収支に着目する視点である。産業競
争力でも、個別産業ごとの分析、代表
的産業の分析、特定産業の代表的企業
の世界市場シェアに注目する分析が支

Scott［1985］p.21の図から筆者作成。

表１　世界貿易に占める割合
単位：％

注） 元の資料は、Commerce Deprt. *印はBusinessWeek誌
の推定値。

出所）BusinessWeek, June 30, 1980, p.60.

表２　米国の主要産業売上高における米国企業のシェア
単位：％

注）元の資料は、Data Resources Inc,. 
出所）BusinessWeek, June 30, 1980, p.60.

表３　世界市場における米国企業の輸出シェア
単位：％
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配的である。国際競争力および産業競争力の１つの統計的指標は、一国全体または産業別
の貿易収支に着目して、１）輸出と輸入の大小関係である貿易収支、２）輸出／輸入比率ま
たは輸出／（輸入＋輸出）＝貿易比率と、貿易収支をみる。それ以外に、３）アメリカ企業
全体の世界市場シェア、つまり、個別製品の世界市場におけるシェアを国籍別にみて比較
する方法、４）自国への輸入品浸透率を見る視点もある。

（2）アメリカ製造業の競争力低下に関する伝統的解釈
　マガジーナー＝ライシュは、アメリカ製造業の競争力低下の徴候例として、1970年以
降の製造業企業の世界市場シェアの下落、海外生産比率の上昇、輸入品の増加、製造業
従業者の200万人の雇用削減、家族の実質所得の減少をあげ、低賃金労働ではなく、生
産性を向上させる能力や高品質製品を提供する能力の欠落が競争力低下の原因だと述べた

（Magaziner and Reich［1982］p.2）。また、アメリカ大企業の経営者がそのような事実を
認めようとしなかったことに懸念を示していた（Magaziner and Patinkin［1989］）。
　また、ザイスマン＝タイソンは、アメリカ製造業企業の競争力低下の傾向とともに、新た
な雇用機会となっていくサービス部門の拡大に対して、製造業の衰退は将来における付加
価値創造の能力をも減退させると論じ強い懸念を示した（Zysman and Tyson ［1983］）。
　Scott and Lodge［1985］は1983-84学年度にハーバードビジネススクールで行われた16
のコロキュアムを踏まえた刊行書であり、実態の包括的把握と論点析出に力点が置かれて
いる。そこでは、GNPや貿易に関わる多数の要因について記述統計を駆使した国際比較
分析の結果、世界におけるアメリカのシェアが低下しており、それはハイテク領域でも言
えると指摘した。つまり、租税、独占禁止法、研究開発、教育、金融市場の規制などの検
討から、アメリカの国際競争力は劣化しているが、経済学では1982年の貿易赤字の原因を
財政赤字とみる見解が支配的で、かつ、比較優位に関する静学的な認識が支配的と厳しく
批判している。また、日本政府は国際競争力に関わる産業活動への組織化、育成、進出・
撤退への推進政策などの産業転換を、比較優位の動態的認識に基づいて行っていて、ア
メリカとは別のゲームのルールがあると指摘している。さらに、ロッジは、アメリカ大企
業の課題として、短期的利益志向、労働コスト、人的資源管理などに言及している（Scott 
and Lodge［1985］の日本語版への序文。1987年３月）。なお、スコットは国際競争力を生
活水準向上能力とも定義し、国民１人当たり所得をその尺度とみていた。
　アメリカの産業システムや経済の仕組みの現状とアメリカが抱える課題について、国が
設立した産業競争力委員会は、1985年、「新しい現実」という題名の報告書（The Report 
of the president［1985］（通称、Young Report）を提出し、貿易赤字、世界市場シェア減退、
生産性上昇率の低さ、賃金水準の低下などの点から、アメリカ製造企業の競争力の喪失を
認め、研究開発費の増加、反トラスト障壁の緩和、労使関係の改善、公共政策などに関わ
る検討が必要と述べた4）。

4） スコットは、ヤング報告の検討委員会にも参加した（Scott and Lodge［1985］監訳者あとがき447ページ）。
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　ヤング報告の提言内容は当時のレーガン大統領に無視されたが、この報告書以降、競争
力低下とその原因に関して多くの研究がなされた。その際、国の産業競争力と労働費用、
労働生産性、技術的優位性など多様な要因が論点となった5）。
　さて、コーエンとザイスマンは、Scott and Lodge［1985］の資料を引用し、競争力に関
していくつかの定義をしているが、国際競争力とは「自由で公正な市場条件のもとで、一
国が国際競争市場のテストに見合った財やサービスを生産できる程度、および、国民の実
質所得を拡大する度合い」と定義する。また、産業競争力は、生活水準の向上と雇用の拡
大に関係していると述べる。国際競争力とは「国家が将来大きな付加価値を持つ見込みの
ある商品やサービスの分野で、技術的にも経済的にも、つねに他を先んずる能力」「アメリ
カの高水準の賃金を維持・向上させながら、開かれた世界経済の競争に伍してゆく能力」
ともいう（Cohen and Zysman［1987］pp.60-61、訳書97ページ）。彼らは、国際競争力を
測定する尺度として、貿易収支、輸出製品に関する世界市場でのシェア、生産性の上昇
率、ハイテク製品の世界市場ポジションなどをあげている。また、利潤マージン、実質賃
金、国民１人当たりのGNPや産出量／労働時間も上げている（Cohen and Zysman［1987］
pp.61-66,74-75、訳書98,100,102,112ページ）。
　クランドールは、経済成長の減退もしくは世界市場でのアメリカ企業の競争能力の低下
に関して、輸出シェアの低下、輸出や貿易収支の状態が、世界市場でのその国の競争力を
反映すると見る。彼は、競争力を「世界市場においてアメリカ企業が競争する能力」と定
義したうえで、競争力低下は、生産性上昇率の衰退と、アメリカ企業が幅広い財を供給す
る能力の長期的減退に関わるとみた（Crandall［1989］p.13）。彼は、生産性上昇率の衰退
と貿易赤字の問題を結びつけると同時に、アメリカの「平均的な生活水準」向上の減退を
防ぐためには、生産性上昇の決定要因を分析することが必要という立場から、民間R&D
活動の低下、教育の質の低下、未経験・非熟練労働力の増加、労働力増加に見合う資本ストッ
ク形成の不備、エネルギー・素材価格の影響、資本投資を抑制する税制、過剰な政府規制（過
度に硬直的な反トラスト政策を含む）についての課題を述べている（Crandall［1989］p.15）。
　さらに、1986年末に発足したマサチューセッツ工科大学の産業生産性調査委員会は新事
項の発見ではなく流布されていた関連情報の真偽を確認し、それらのうちアメリカ産業に
とっての重要度が高い項目を対象として詳細に調査することを目的とした。結果として、
主要８産業に関する産業競争力低下要因の詳細な専門的研究報告書をまとめるとともに、
アメリカ産業の実態と課題を1989年、「メイド・イン・アメリカ」という概説書として公
刊した。「メイド・イン・アメリカ」では、①時代遅れの経営戦略、②短期的視野、③開
発と生産における技術的な弱さ、④人的資源の軽視、⑤協調体制の欠如、⑥政府と産業界
の足並みの乱れという６つの課題を提示した（Dertouzos et al.［1989］p.44、訳書81ページ）。
　第１の時代遅れの経営戦略は、画一製品の大量生産システムと視野の狭さに関わる。第

5） マクロ経済理論の視点から、貿易収支の推移や産業活動や輸出等に関わる競争力規定要因として、労働
生産性または総要素生産性を用いた分析が多くなされ（たとえばBaumol=Wolf［1986］）、導かれた実証
分析の結果から、生産要素の費用水準、資本形成、税制、その他の要因をめぐる政策的意見が出された。



70

２のアメリカ企業経営者の短期的視野は、株主利益（業務依頼者の利益）を偏重ないし過度
に重視した点を指す。具体的には、株主が毎期の利益と配当金や株価上昇を確認できるよ
うに毎期の利益実現を強く要求し、経営者がそれに対して「従順な」姿勢を示し続けるこ
とが考えられる。それらが、当該企業にとってなすべき投資やＲ＆Ｄの不足をもたらし、
企業の長期的な利益を損なう主因であるならば、近視眼的な意思決定が連続する状況を問
題視せざるを得ないのである。第３の開発と生産における技術的な弱さは、研究重視と開
発･生産の軽視、品質向上努力の不足（専門家の検査による改良だけで、現場従業員による
継続的改良はないこと）、新製品開発の軽視、チームワークの悪さ、製造プロセスの軽視

（一時的改良のみ）と関わる。第４の人的資源の充実に関連して、基本となる公的教育の不
足と企業等での職業訓練の質的向上（技能の幅とフレキシビリティの欠如）、時代が求める
人的能力の向上に関わる取り組みなどがある。第５の協調体制の在り方として、企業内の
部門間関係、労使関係、垂直的連携・水平的連携などの企業間連携があり、第６の政府と
産業界の関係（政府規制、技術的インフラ、国防関連）などがある。
　ちなみに、アメリカ経済の競争力を示す指標として、国際競争に対して開放的条件の
下で、高水準かつ上昇する賃金を維持することができる能力という表現もあった（Cohen 
and Zysman［1987］p.49）。スコットも、国の競争力に関連して、究極の成功指標は、貿
易収支などではなく、生活水準の向上と述べている（Scott and Lodge［1985］p.15）。タ
イソンは、競争力に関する1983年の政府報告書での定義に従い、経済競争力（economic 
competitiveness）を、「国際競争のテストに見合う財・サービスを生み出す能力、ならび
に、国民が生活水準の上昇や持続可能な状態を享受できる能力」と定義していた（Tyson

［1992］p.1）。タイソンが示した競争力の定義の前半部分は世界市場での販売能力、後半
部分はアメリカの生活水準に関わると理解できる。消費購買力の面で、国民の生活水準が
高まることは金銭的豊かさを反映する指標であるともいえる。その点で、クルーグマンは
アメリカの黄金期である1950年代にアメリカの貿易比率は低かったので、豊かさは国際競
争力と無関係の要因だと批判した（（Krugman［1996］p.7、訳書23ページ）。タイソンが示
した国民の生活水準は国際競争力ではなく、国の豊かさの指標とみるべきだろう6）。
　なお、ポーターも、国レベルでの競争力は生産性に依存しており、生産性は、その国の
長期的な生活水準を決める主要要因と述べていた（Porter［1998］ｐ.160、訳書Ⅱ 54ページ）。

２－２．国・産業の競争力の源泉
（1）単位費用と物的生産性
　伝統的な貿易理論では、国際競争力・産業競争力を規定する要因を、比較優位説に基づ
いて解釈することが中心であった。そこでは、（それが価格競争力を規定するため）単位費
用の水準が貿易条件を左右するととらえてきた。たとえば、単位費用（unit cost）に注目

6） アメリカの一人当たりのGNP（あるいは時間当たり報酬）の水準は依然高い。一方、GDPに対する固定
資産形成額の比率が低いと指摘するなど、当時の個別論点をほぼ網羅している。時間当たり報酬の比較
などは生産性に関する国際比較の結果である。
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すると、単位費用と物的生産性の大小関係、つまり製造費用＝賃金／物的生産性という要
因から検討する。労働の産出条件に関しては労働生産性を基本として検討し、資本、労働、
その他要素の合体的利用に基づく産出に関しては総要素生産性を考慮して検討する。いう
までもなく、労働集約度（総費用に占める労働費用の比重）は業種ごとに違うが、一部の文
献では投入要素は労働のみと仮定している。筆者の理解では、それは、同じ製品に関する
特定時点での複数国間での生産費用（条件）の比較、あるいはそれを生産する条件（生産性）
の比較である。
　生産性とは、一単位の労働もしくは資本により生み出される生産物の価値である。生産
物の価値が販売価格に対応するとみるならば、生産性は、製品の品質や特徴（それに応じ
て価格が決まる）および、製品を生産する際の効率に依存する（Porter［1998］ｐ.160、訳書
Ⅱ、54ページ）。ポーターは競争力を決定するのは、ある場所に立地する企業が価値のあ
る製品・サービスを生み出す際の投入物の生産性だという（［1998］ｐ.7、訳書Ⅰ、11ページ）。 
　一方、比較優位はある時点での生産費用（生産条件や産業構造）や取引条件に着目する点
で、その時々の生産や取引の条件に関わる状態を比較していく静学的観点といえる。
　ポーターも、比較優位が時々の生産要素条件からのみ産業や技術の選択肢を探る考え方
である点において限界があり、将来のある時点での到達目標状況に対応する選択肢を探る
政策・戦略や考え方のほうが適切と述べている。ポーターの見解は、上で説明したクルー
グマンの視点と同じである。

（2）非価格競争要因:製品差別化とその他の特性
　競争要因として、低価格（つまりは、価格における差）以外の差異の源泉という観点に立
つとき、国際競争力に影響するのは、低価格だけでなく、技術や品質の競争力等を含めた
非価格要因である。その際に、広告宣伝を通じた情報の一方的な刷り込みという形態以外
の要因に基づく製品差別化を考えるならば、製品差別化を形成する要因として、第１に、
製品・サービスの機能、性能等のよさ（技術要因、技術仕様）。第２に、製品・サービスの
使用に伴う機能の耐久性の長さ、使用状況に関わる信頼性の高さ（故障が少ない）など品質
要因、第３に、使い勝手、第４に、デザイン（外観設計として、形状、色彩など）、「洗練度」

（嗜好）、第５に、イメージ（広告宣伝効果を除く）、第６に、安全性という観点からの信頼
要因、第７に、政府規制や社会的規範・基準要因がある。これらは、他社の製品・サービ
スとの差異を通じて顧客の支払意思額を高める効果をもつ。時には、単位生産費の低さよ
りも製品差別性など非価格要因の方が重要である。
　これらの製品差別化の概念は新しいわけではなく、従来から非価格競争をもたらす要因
として、ミクロ経済学では価格競争を妨げる独占的競争理論と結び付けて理解されること
が多かった。上の１～５の製品差別化要因は、品質水準に関わる部分と、機能と直接に関
係を持たない特徴（インダストリアルデザイン、イメージ、バラエティの一部など）に関わ
る部分からなる。技術、アイデア・工夫、デザイン、その他の４つの要因に集約できる
かもしれない。技術とは、機能、性能、品質に対応する。アイデア・工夫は、使い勝手、
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既存物の空隙を埋め合わせる要因を指
す。外観に関わるデザインは審美的要
因を総称する。これらの要因が顧客の
購買決定において重要な意味を持つ限
り、競争の形態は、価格と非価格要因
との組み合わせで、複雑な判別基準に
依存することもある。製品差別化に関
わる要因は、顧客が費用対効果での購
買決定を行うような次元で一定の影響
力を持つと言える。
　価格競争と非価格競争という２つの
競争形態と、それを導く要因（競争力の
源泉）の関係を整理すると、図１のよう
に例示できるだろう。（ビジネスモデル
について本文ではほとんど論じないが）
図１では、費用や製品差別化に関する
要因とそれを事業化する際のビジネス
モデルも要因として表示している。
　非価格競争の要因やそのメカニズム
は一様とは言えず、業種や顧客層（セグ
メント市場）によって異なってくる。製
品差別化要因が厳密に重要な役割を持
つ（価格変化に対する製品需要の交叉弾
力性が大きい）ならば、一物一価は成立
しない。市場で販売される製品は「同一」
ではなくなる。理論的には、「同一」物
を扱うのが１つひとつの市場であるな
らば、別々の市場とみなすことになる。
よって、市場はセグメント化され、図
２に示した通り、製品・サービスの特
性域に対応した価格帯が成立するとみなすこともできる。このとき、同じ特性域の範囲内
でやや低い価格で販売する売手がいると、顧客の費用対効果の面で販売が拡大することも
ありうる（図３の状況）。一方、顧客の目で見て、特性の違いに魅力がなく、特性範囲に大
きな違いを感じ取れない場合には、セグメント市場自体が成立しないこともある（図４の
状況）。この時、先の図３の状況は図５のようになるだろう。
　仮に日本の企業がアメリカ市場で、品質は同水準だが既存価格の約15-20％低い水準で
売ったとする。同時に、従来の普及品も機能や品質等の製品特性が向上したとすると、

出所）筆者作成。

図１　競争形態と競争力の源泉

出所）明石［2013］ｐ.25の図を一部修正。

図２ 市場セグメントに対応する価格と製品特性

出所）明石［2004］の図を修正。

図３　価格競争から「品質競争」へ
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高品質・高価格帯、低品質・低価格帯
や特性域は縮小する（図３）。次に、仮
に新興国の企業がアメリカ市場で、日
本企業の価格より約20-25％低い水準で
売り始め、その時点での製品特性はさ
らに差が縮減したならば、新たな価格
は当初の価格水準の68-60％の水準（85-
80％×80-75％の水準）となる（図４）。一
定期間内に段階的に価格低下が進む場
合と比べて、ごく短い期間内に大きく
価格低下が進むと、その影響度は大き
くなると考えられる。
　話を一般化して示すと、売手が販売
する製品の特性に応じて価格帯も区分
して、セグメント化した市場への販売
戦略を計画した状況は図２のように表
現できる。しかし、売手が計画したセ
グメント化市場をみた顧客が製品特性
の違いをさほど感じず、同じ製品特性
でも低価格な製品を購買する傾向が強
まると、計画した市場セグメント化は

実現せず、販売状況は図４のように変形するか、形を崩してしまうのである。
　売手は、自分が販売する製品・サービスは他の製品・サービスと異なると訴求しようと
する。また、製品のグレードアップという観点でみれば、材質、加工度、サービス内容な
どで区分される品質グレード（等級）は存在し、市場のセグメント化が形成されうる。一方、
顧客の目で見て、販売されているものに「有意味な」差異や魅力が認められなければ、売
手の意図や希望にかかわらず、それらは事実上、別々の市場とはならないのである。いか
に高額な製品・サービスであっても、また、どれほど技術的に高度な製品・サービスであっ
ても、販売価格水準や技術的水準ではなく、用途に照らして購入する価値を持たないと判
断される限り、当該製品・サービスは「汎用品（コモディティ）化」という状況に近づき、
価格の違いだけ（低価格）で販売されていくことになるのである。
　ミクロ経済学や競争戦略論の一部では、費用が低いことを費用競争力とみているが、製
品差別化がある場合、競争力効果をどう説明するか。費用水準と製品特性に関して、へド
ニック指数などもあるが、一般には販売実績での検証が多い。しかし、国際競争力におけ
る製品差別化要因を明確に実証研究した定番の文献は見つからない。

出所）筆者作成。

図４　市場セグメント化が成立・持続しない場合

出所）明石［2004］の図を修正。

図５　品質から価格重視の競争へ
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（3）ダイナミックな競争と新しい貿易理論のアイデア
　ダイナミックな競争とは、一般的に、技術など生産側の条件が変化することと、製品差
別化要因などに対する顧客側の購買基準が時間経過とともに変化することを指す。たとえ
ば、技術の変化が速く、技術の世代交代と呼ばれるものとの関連では、伝統的な生産規模
の経済性（生産設備における規模の効率性）以外に、習熟曲線効果（累積生産量に伴う生産
効率の向上）、ネットワーク経済性が生じるサービスや一部のデジタル製品など消費規模
の経済性（顧客数が多いほど、新規顧客の利便性が拡大する）、あるいは収穫逓増の効果を
内包する場合がある。習熟曲線上の低費用水準への早期（先行的）到達や、ネットワーク効
果の先行的取り込みなど、先行者利益の後発者に対する非対称的な優位性と動態的な（時
間経過を伴う）収穫逓増現象が認められる産業の場合、競争上、それをあらかじめ見込ん
だ対応が求められる（歴史的展開における「経路依存」の帰結をあらかじめ予想し、先手
を打つ戦略と解釈できる）。また、技術ライフサイクルを繰り返す産業において、先進国が、
新世代技術・製品を早期、先行的に取り組み、知財等を押えてしまうこともありうる。
　クルーグマンは、「歴史的偶然」の結果であれ、政府の政策の結果であれ、産業活動の
規模や時間的要素が外部経済効果を生み出すので、そうした外部経済の効果（利益）を他国
よりも先に享受するという政策理論がありうると述べた（Krugman［1996］p.97、訳書122
ページ）。それは従来の後発国の政府による保護貿易と輸出促進政策の理論に関わる貿易
理論を意識して、「新しい貿易理論」と呼ばれ、動態的な収穫逓増現象としての先行者の
優位性（利益）を、生産・販売活動と結びつけた考え方と言える。
　新しい貿易理論に従うと、収穫逓増型の産業特性を持つ新事業では、経路展開の初期条
件が「歴史的な偶然」として成り立つのか、国が初期条件を設定するかは別として、その
事業「経路」上において、先行者と後発者の間での非対称的な利益の獲得という帰結を生
む可能性が高まる。産業（製品・サービス）の国際競争に関しても、先行者利益に結びつく
ダイナミックな競争の捉え方は、一時点の生産費用水準が国際分業や企業間競争の結果を
決定すると捉える伝統的貿易理論とはまったく異なる性格を持っているのである。

２－３．産業競争力の低下と国の競争力の定義
　スコットは、国際競争力に関して複数の言明や定義をしている。１つには、国際競争力
を、（資源投入に対する収益性を増大させながら）国際貿易において種々な製品を創造、生
産、流通、提供する能力と定義している（Scott and Lodge［1985］p.31、訳書31ページ）。
　もう１つには、国際競争力がある状態とは、収益性が確保される（すなわち、赤字や不
十分な収益水準ではない）状況において、世界市場シェアの目標水準を達成ないし維持し
うる状態という（Scott and Lodge［1985］p.4、訳書33ページ）。タイソンらが力説した国
の競争力という概念に対して、クルーグマンやポーターは、元来、競争力は企業にのみ有
意味な概念だと述べ、批判的見解を示した。とくにクルーグマンは、国際競争力という国
と国の関係はない、存在するのは個別企業間と個別製品間の競争だけと述べる。競争力と
いう集合的な理解をすると、仕事を失うのは他国のせいであり、対抗措置をとるべきだと
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いう自国産業優先の政策や政治的活動に結びつきやすいが、世界貿易はゼロサムゲームで
はないと厳しい表現で力説している（Krugman［1996］p.32、訳書51ページ）。
　たとえば、産業の競争力が低下したせいで、事業の縮小や雇用される従業者数が減少す
ることに関して、クルーグマンは、競争上劣位となった産業の資源は、新たな事業機会を
求めて移動することが経済メカニズムであるから、産業競争力の低下それ自体は問題では
ない。加えて、国の競争力を定義することは、企業の競争力を定義することに比べて問題
が多いと述べた（Krugman［1994］）。クルーグマンは、生産性の上昇や技術進歩は、自国
の利益（や生活水準）を維持するために重要だが、伝統的経済理論のように、それらを国際
競争力と結びつける必要はないと冷徹な見解を示した（Krugman［1986］）。
　こうした見解に対して、経済理論は常に市場に委ねる原則を重視して考えるので、アメ
リカは軍事的・技術的優位性を除くと具体的な政策的対応はできない。仮に赤字の原因が
相手国の不公正な態度（政府の政策、企業のダンピング、不正行為、相互の取引条件が不備、
制度的要因や政策に起因する貿易障壁の存在）にある場合は政府間での協議や国際機関の
調停があるが、現実には手遅れとなることが多いとプレストウィッツ［1988］は嘆いた。
　ポーターは、国レベルでの産業競争力を説明する適切な理論はなかったという観点に立
ち、国の競争力という概念は曖昧であり、それを貿易収支の状況と結びつけて考えること、
とくに単位労働費用水準に起因した議論は間違いと述べた。ポーターは、競争において（成
功する、または、相手に打ち勝つ、など）一定の成果を出す要因を考察するには、国の単
位ではなく、企業や産業別の研究が必要であり、国の生産性上昇はそうした活動の結果だ
と捉えて「国の競争優位」という概念を提起した（Porter［1990］pp.1-21）。ポーターは、
グローバルに見た産業競争力を、世界市場における特定国・特定地域の企業や産業の製品・
サービスが競争優位な状態にあることと捉えており、「国の競争優位」概念の説明におい
て、競争力を世界市場販売シェアで見ている。
　また、彼は、企業や産業が国際的競争で成功するためには、費用水準のみならず製品の
特徴や品質など、低コストとともに製品差別化要因や生産方法の効率化が重要となり、ビ
ジネス上価値のある熟練と技術を創造するには、製品プロセスや生産プロセスのイノベー
ションにも依存すると指摘した7）。

３.　企業の競争力と製品競争力

（1）「企業の競争力が強い」状態（と市場シェアの獲得）
　ポーター［1985］［1990］やクルーグマン［1986］は、競争力や競争状況を分析するために
は、製品・サービスの競争状態を見るべきと捉えている。たとえば、ポーターは、競争は「ポ
ジション争い」だという（Porter［1998］pp.33-34、訳書Ⅰ、50ページ）。あるいは、「競争とは、

7） ポーターが示した分析枠組みは、スコット＝ロッジ、フリーマン、MITグループのものと比べると、現
況分析のための簡便な分析手法という性格が強い。
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市場シェアの獲得をめぐる争い」という（ポーター［1998］p.21、訳書I、33ページ）。また、
ポーターは、企業の国際的成功と表現しているが、「企業の競争力が強い」状態について
の具体的な定義や説明をしていない（Porter［1990］pp.18-20）。それは世界市場で一定の
販売シェアを獲得することを意味すると思われる。つまり、ポーターがいう国の競争優位
という概念は、世界輸出額シェア（または市場ポジション）に着目し、世界市場で多く売れ
た製品・サービスの強みを指している（Porter［1990］第7、8章）。企業の競争力は、利益で
はなく、製品・サービスの市場別の売れ行きを指標としているのである（販売額は把握で
きても、個別製品・サービス事業の収益状況は把握しにくいという、データ入手面での事
情も考慮したのだろう）。販売実績として、どれだけ売れたかに着目していると言える。
　筆者は、ある時点における競争優位とは、製品レベルの市場で一定の販売シェアを獲得
することであり、競争優位の持続とは時間経過の中での一定の市場販売シェアを維持する
ことを指すと理解している。

（2）産業・企業の競争力と世界市場シェア ─製品レベル、競争優位の概念
　世界市場での製品競争力を、一国の企業全体または代表的企業の競争力をみて、特定国
の特定製品の世界市場シェアを比較する方法がある。
　売れることで、企業の事業的意図はおおむね達成される。しかし、国際的な競争力を捉
えるという観点において、売上高の世
界シェアを見ることだけでよいのだろ
うか。販売できれば、どこの市場で売
れてもよいのだろうか。さらには、ど
のようなものでも、売れればよいといえ
るのだろうか。以下では、販売される製
品・サービスの質的内容、販売の場所、
販売の仕方について検討してみる。
　図６には、世界の粗鋼の生産規模の
状況を示している。中国の粗鋼生産量
は、2001年以降、急速に拡大し、他国
の生産量の9～10倍の水準に及んでいる
と分かる。図７から、粗鋼生産の世界
市場シェアを見ると、2018年、中国の
世界シェアは50％を超えている。筆者
の理解では、中国の粗鋼製品の多くは
国内需要向けだが、国内で販売できな
い場合、国際市場にも流出し、その量
が多いために世界市場での取引価格が
影響を受けることがある。 出所）図6と同じ。

図７　中国の粗鋼生産量の世界市場シェアの推移

出所）『鉄鋼統計要覧』2015年、2019年、日本鉄鋼連盟から筆
者作成。

図６　粗鋼生産量の推移
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　次に、図８には、世界の乗用車生産台
数の推移を示している。中国の乗用車の
生産規模は、2005年以降、急速に拡大し、
2009年には他国の生産量を上回り、その
後も急拡大していると分かる。その結果、
図9から、乗用車の世界市場シェアを見た
とき、中国の乗用車生産台数の世界市場
シェアも2017年において44％と高い。
　ここで、中国で生産された乗用車が
量的に突出して多いことと、中国の乗用
車の国際競争力は同じとみなしてよいの
だろうか。たしかに、中国の粗鋼や自動
車の生産規模から見た世界市場シェア
は驚くほど高い。けれども、筆者の理解
では、生産された粗鋼および乗用車のう
ち輸出されている比率は高くない（9.2％
と8.9％）。中国の膨大な規模の粗鋼およ
び乗用車の多くは、国内向けに販売され
ている可能性が高いという状況を見ると
き、生産指標で見た世界市場シェアは、
いかなる意味で、国際競争力を反映する
かを考える必要があるだろう。

　第１に、物財が不足していた時代や物財不足の状況では、生産や出荷が販売実績と結
び付くと想定しても誤りは少ないだろう。物財を多く生産する力（生産力）は豊かさととも
に、販売面で見た競争力を反映するという解釈もできたかもしれない8）。しかし、物財が
過剰となった状況では、生産したものが販売に結び付くとは限らず、そのような解釈は適
切ではない。
　また、企業の個別製品・サービスの販売実績は毎年変化する可能性をもつ。そこで、市
場シェアという一時点の成果、一時的状況から見た理解だけでなく、その市場シェアの持
続可能性を通じた解釈とをいかにバランスさせるべきだろうか。関連する論点には、販売
を拡大する側面と、イノベーションを促進する側面との両方がある。
　第２に、売れれば無条件に（国際）競争力があるとみてよいのだろうか。販売価格水準や
製品サービスの質、販売された地域特性などを無視してよいだろうか。つまり、販売高で

8） 英国政府の公式定義として、（国際）競争力とは「自由で公正な市場条件の下で、国際市場のテストに見
合うような形で、同時に、長期に及んで国民の実質所得を維持し提供する条件で、一国が財やサービス
を生産できる度合」（cm2563,p.9）をいう（Curwen, P.,ed., Understanding the UK Economy, Fourth 
Edition, Basingstoke, Hampshire, Macmillan, 1997, p.89）。

出所）『世界自動車統計年報』2019年、第18集、日本自動車工
業会から筆者作成。

図８　乗用車の生産台数の推移

出所）図8と同じ。

図９　中国の乗用車生産台数の世界市場シェアの推移
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見た競争力の意味と課題は何だろうか。
　想起すべきは、1950年ころのアメリカでも、貿易比率はさほど高くなく、生産されたも
のの多くは国内市場に向けられていた点である。クルーグマンも指摘していた通り、その
ような生産活動は従業者の収入を潤し、賃金水準や生活水準（一人当たり国内総生産等）で
見た豊かさは確認できる（Krugman［1996］p.7）。問題は、それを本稿で検討している意
味での国際競争力と呼ぶかという点である。販売先地域の問題として、主たる販売先が国
内である場合、輸出または外国での現地販売という実態を伴わない。それをいかに解釈す
るか、である。国産品が輸入品よりも魅力的だったという点での競争力解釈だろうか。販
売結果（売ること）と販売先と企業や企業群の競争力の関係を少し整理してみると、世界市
場シェアに着目する見方に対しても、統計データのとり方やその競争力指標としての限界
があり、解釈上も若干の疑問が出てくる。
　第３に、企業のシェアは販売高で測定されるが、生産活動の場は国内に限定されないし
海外企業へのOEMも含む。つまり、企業の生産・販売などの総合的能力や活動の成果は、
国の競争力とは関係を持たないし、貿易依存度が高いほど、一国産業の競争力とも全面的
な関係を持たないことがある。貿易統計の数値が、競争力よりも、企業内貿易、つまり、
一部の企業のグローバルな生産拠点配置（立地）と国際流通の活動に影響されることがあ
る。たとえば、母国企業の戦略により、海外生産した生産物の母国への持ち帰り輸入の場
合、輸入額は拡大するだろう。持ち帰り輸入は当該企業にとって最適地生産の結果だろう
が、国の貿易統計には輸入拡大として反映される。また、当該国の輸出・輸入金額の中で、
当該国で活動する外国資本法人の比率が高い場合、その数値は当該国の経済活動や競争力
と緊密な関係を持たないこともある。中国の輸出の何割かは中国国内で活動する外資系企
業のものである9）。それは、多国籍企業の企業内貿易をどのように見るかという論点である。
　第４に、たとえば、製品単価が違うため、香港の腕時計はかつて数量面では世界市場の
９割と高い割合を占めたが、金額面で統計を見ると日本の腕時計が多くを占めていた。今
日でも、乗用車の世界シェアは台数ベースで比較されることが通常だが、日本市場の過半
を占める軽自動車を台数と金額のいずれで見るかにより、日本車の市場シェアや競争力の
意味は変わってくると思われる。また、貿易の比率が低く国内生産分の多くが国内消費で
あっても、国内での生産・販売統計を見て、世界市場シェアが高い水準になることはある。
　一般に、世界市場シェアの指標は金額ベースと数量ベースでの生産、出荷、販売のデー
タに基づいている10）。国単位や産業単位での販売・購入実績は、個別企業の販売額の積み
上げによる。かつての日本の事例でもあったかもしれないが、主たる販売先が国内である
場合、世界市場シェアの意味はどのような含意を含むのだろうか。
　貿易統計と競争力の解釈として、貿易依存度が高いほど、国内生産活動は輸出状況と結

9） 国際競争力を厳密に捉えるならば、誰が販売しているかも留意すべき点ではある。Ｙ国のＡ社による、
Ｘ国での生産物のＹ国への輸出は、誰の競争力かという視点である。外資系企業による企業内貿易とい
うケースや、第三国輸出の評価に関連する。

10） 明石［2020］では電子工業製品の世界市場シェアを例示し、日本電子工業の競争力低下の実態を見た。
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びつきを持つだろう。つまり、国の競争力と産業の国際競争力とは重なる部分をもつが、
国境を越えて活動する企業の競争力では、販売総額の中に海外で生産し海外で販売した部
分を含むので、特定国の産業活動の指標とはならない。一国の生産量や輸出の減少および
輸入の増加は、企業にとっての最適地生産の結果という理解はできる。あるいは、関税（回
避）や製品の原産地表示のイメージを優先して、大半の生産を外国で行い、最終工程のみ
を国内で行う形態もある。日本のカメラ企業でも、日本製カメラとして売るため、東アジ
アで半製品まで作り、日本に持ち帰って完成品に仕上げる形態をとっていた。
　また、貿易ではないが、多国籍な拠点での活動が多い企業では、「対外直接投資」に由
来する投資利益や、現地法人からの知的財産権に関連する利益の獲得などもあるだろう。
その一部は国の競争力や産業競争力と重なるが、雇用機会の創出の場などの観点から見る
と、「国の利益」とは異なる。たとえ、外国での事業活動に対する中間財輸出の活動で母国
での事業活動が維持・拡充されるとしても、雇用機会のあり方では意見が分かれるだろう。

（3）販売は多いが利益は少ないという状況と国際競争力の解釈
　売れる要因や売り方に関する検討課題は別途、存在する。かつての日本では設備投資が
活発で、それゆえに稼働率を高水準に維持する必要性もあり、売上高や市場シェアを重
視した行動となり、販売は多くシェアは高いが利益は少ないという薄利多売型になった。
一方、英米では元来、商品ごとの利益を重視する。たしかに、スコット＝ロッジは、国際
競争力がある状態とは、収益性が確保される（赤字や不十分な収益水準ではない）状況にお
いて、世界市場シェアの目標水準を達成ないし維持しうる状態と述べ（Scott and Lodge

［1985］p.4、訳書33ページ）、国際競争力を、（資源投入に対する収益性を増大させながら）
国際貿易において種々な製品を創造、生産、流通、提供する能力と定義している（Scott 
and Lodge［1985］p.3、訳書31ページ）。競争力の定義においても、収益性を確保すると
いう条件付きで販売金額の大きさに注目しており、「大幅な値引き販売」を想定していな
いのである。現在の日本では、薄利多売ではなく、売る力と稼ぐ力を区別して表現するこ
ともあるが、稼ぐ力は、売手の希望価格で販売する状況に対応するといえる。

４.　技術優位論とハイテク産業の競争力

（1）ハイテク産業の世界シェア
　ハイテク産業とは、研究開発支出の対売上
高比率が３％以上など、研究開発集約度で
統計的に定義されることがあるけれども、
それに限定されない（産業特性を見て、選抜
される）時もある（Nelson［1999］p.516）。
　表４には、ハイテク品目における1959年

出所）Brooks［1985］p.334.

表４　ハイテク産業におけるアメリカ企業の世界市場シェア
単位：％
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と1978年でのアメリカ大企業
の世界市場シェアを示してい
る。アメリカ製品のシェア
は、４割程度低下していると
わかる。また、表５には、
1970-1986年の世界のハイテク
製品輸出に占めるアメリカの
シェアを示している。表５か
ら、アメリカのシェアは28％
から22%へと６ポイント低下している。表６には、1970-1987年での技術集約的製品市場
における米国製品の市場シェアを示している。アメリカ製品の数値の推移をみると、カラー
テレビ、電話機、工作機械のシェアが大きく低下していると分かる。
　ブルックスは、技術貿易統計は過去における成果の指標であり、イノベーションを生み
出す能力とそれを商業的に展開する能力は違うと述べている。それは技術イノベーション
と販売実績を区分した視点ともいえる（Brooks［1985］p.339、訳書338ページ）。モウェリー
とネルソンも、アメリカ産業の技術的主導性を分析し、産業上の主導的立場（位置）とは、
企業に世界市場での優位性をもたらす製品・プロセス技術、生産やマーケティングにおけ
る競合相手よりも先を行く産業を意味すると捉え、科学技術面での主導性を堅持するため
には、技術イノベーションそれ自体ではなく、技術的専門能力を事業的成功に置き換える
ことが「比較優位」という用語よりも望ましいと述べている（Mowery and Nelson ［1999］ 
p.2）。また、技術的洗練化やイノベーションの成果が中心的要素となるような産業におけ
る業績を示すこともある。
　経営史でも競争優位という用語を使って、産業上の主導的立場という状態を表現してい
るが11）、それも企業戦略分析と同じ要因に着目していると考えられる。

（2）技術的主導権：研究開発活動
　ネルソンとライトは、アメリカ産業のハイテク産業の主導性に注目し、技術的競争力の
低下を分析している（Nelson and Wright［1992］［1994］）。

注）元の資料は、Science & Engineering Indicators,1989.
出所）太田［1992］58ページ。

表５　世界のハイテク製品輸出に占める各国の割合
単位：％

注）元の資料は、Council on Competitiveness, "Picking up the Pace",1988.
出所）太田［1992］25ページ。

表６　技術集約的製品市場における米国製品の市場シェア
単位：％

11） チャンドラーは、「利益を上げることを伴いつつ、世界市場における市場シェアを維持している状態」
を企業の競争的成果と定義している（Chandler［1994］p.23）。
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　国際競争力との関連で、ネルソンらは、科学・技術の競争力、技術水準での主導権や優
位性を重視する見解を示している。一般に科学・技術力の先行性と優位性は、軍事的な競
争力の維持という見解にも結びついている（それは線形モデル的見解に過ぎないが）。
　アメリカの技術力に対する分析は、日本においても、ハイテク戦略研究会［1990］では
日米の技術競争力は五分五分、太田［1992］では技術力と産業競争力の低下などと論じて
いる。ただし、「技術力」または「技術競争力」の分析では、第１に、技術専門家の判別
により、どの国やどの企業の技術が機能的に上位にあるか、またはどの国やどの企業の技
術が進んでいるかという基準での優劣判断の指標が多い。それは研究内容自体の技術水準
に関わる判断となる。第２に、 （研究費水準、研究費のGDPや売上高等に対する比率、特
許件数を指標として）国や企業がどれほどR＆D活動に積極的であるかを判別するが、いず
れの視点においても、研究や資源投入の活動を、研究の進捗率の代理変数として見ている
に過ぎない。研究の水準と事業としての競争力は別である。産業競争に関わる指標は、技
術標準（その後の競争のルール）、特許、製品の機能や性能、製法、品質などいくつかある。
さらに、技術力、技術自体の水準で比べた「競争力」として示される指標よりも、販売競
争として事業化の時期的先行（市場販売の時期）や事業的な売れ行き（採用されて、普及し
ている度合など）が事業的成功に関わるという見方もある（明石［2021］）。つまり、技術や
関連知識の速やかな普及が実現している状況においては、研究成果や新技術それ自体の「水
準」が事業としての競争力を決めるとは言えないので、技術力が産業競争力のすべてを決
定すると考えることはできないのである。

５.　競争力基盤としての産業システムとイノベーション

（1）産業システムと競争力
　以下では、「制度」要因を整理してみよう。
　スコット＝ロッジ、フリーマン、ダートウゾスらMITグループは、競争力を決定づけ
る要因や生産プロセスにおいて労働生産性を決める要因には、生産効率に関する側面（時
間あたりの産出物、時間当たり賃金水準）とともに、社会制度的要因として、労働者の教
育水準、企業間・組織間の連携関係･協力関係、組織のあり方などが基盤的要因として重
要だとみていた。そこには、国の１つひとつの経済政策やそれに対応するさまざまな制度

（的特徴）をサブシステムと位置づける総合政策として捉えていく視点がある。それらは通
常の経済理論では「制度」要因 （中期的にしか変化しない「構造的」要因、または少なく
とも短期においては操作不能な変数、ゆえに「非政策的」要因） とみなされるため、競争
力と結びつけて検討されることは少なかったが、制度的要因や政府の政策についても、発
明が生まれること、それが実用化されること、販売面で有利な展開ができることなど、競
争力の源泉としてのイノベーションに関わる基本的条件や競争力増強要因と、産業システ
ムの諸要因を結び付けて見直していたのである。なお、アメリカでは、競争政策（独占禁
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止政策）と「産業政策」を相反する立場から検討されることも多かった。

（2）スコット＝ロッジでの見解
　スコットは、競争力減退のマクロ経済要因として為替レート、民間企業経営の失敗、政
策と制度（含、産業政策）、経済競争というゲームのルールを上げていた。他方、事業経営
に関しては、四半期ごとの株式収益を過度に強調する短期指向の経営や、硬直的で不適切
な製造方法（品質への考慮不足、製品イノベーションやプロセス・イノベーションの不十
分さ）などの拙劣な経営管理を「事業報告書上の事業経営者（paper entrepreneurship）」
と表現していた（Scott［1985］pp. 41-43,46-47、訳書86-88,94ページ）。同じ刊行書で、ブルッ
クスも、日本では生産現場に立つ一部の労働者が、学問的な基礎を持って新時代の技術を
理解し、生産現場で仕事をすることでスキルをさらに高めている。一方、アメリカの現
場労働者は職工の身分であり、経験を通じてのみ熟練度を高める点との違いを述べている

（Brooks［1985］p.341, 訳書341ページ）。

（3）フリーマン＝ルンドバルの見解
　フリーマンは、歴史的経緯を踏まえつつ国の政策や各国の特質を拾い上げる形で比較制
度的分析を行った。1980年代当時、産業競争力が高かった国として日本の産業システムを
分析した結果において、日本では生産プロセス全体を１つのシステムとしてとらえ、製品
設計と工程設計との統合方法を考える視点に立ち、生産システムを再設計していく能力こ
そが競争力の源泉だと捉えた。それは①企業内要因として、品質向上に向けた努力、生産
ライン上での検査、品質管理のための治具、技術学習過程が（管理者や中央研究所ではなく）
現場を中心に実施されていることなど、日本では生産プロセスと研究プロセスを一体的に
捉えていると指摘した。また、②企業間要因として、生産プロセス段階ごとの生産におけ
る下請けとの協働、外部委託の担い手（いわゆる協力企業）との関係などにおける柔軟な姿
勢や協力関係がみられると指摘した（Freeman［1987］pp.40-45、訳書43-49ページ）12）。
　フリーマンは、共同研究開発の体制、独占禁止政策、特許システム、生産現場で従業者
が果たす役割（改善活動など）、教育・訓練の仕組みにまで言及して、日本では、研究、訓
練、投資に関する企業の長期的視点を株主が容認し、それを助成する政府の姿勢が特徴で
あると述べている。
　以上の内容は、第１に、研究と開発の関係、開発と製造の関係（表現を変えると、科学
と技術の関係）、第２に、企業間の関係に関わることで、生産プロセスの垂直的段階ごと
の担い手（企業）と川上・川下企業間の関係、いわゆる、サプライヤーシステムのあり方で
ある。そして、社会的・組織的・技術的イノベーションの結合が一国の産業・製品競争力
を高めると理解している（Freeman［1987］p.97、訳書106-107ページ）。また、国として産

12） 中間財を提供する事業者を分類する結果、１つの企業内での変化だけでなく、複数の企業間での変化、
サプライヤーの果たす役割、発注企業とサプライヤーとの関係などが、Ｒ＆Ｄと製造と販売の統合、
下請けとの高度な協調を論じる視点が出てくる。
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業的イノベーションの目標を設定し、その実現に向けた総合的政策または企業と国や労働
者との関係についての全体的仕組みや産業活動を支える基盤的なメカニズムが、競争力の
源泉ではないかと述べている。これらをフリーマンは「国のイノベーション・システム」
と呼んだ（Freeman［1987］p.51、訳書57ページ）13）。
　ルンドバルやフリーマンは、最善実行技術の導入と分解工学、販売部門から製造・開発
部門へのフィードバック、新製品イノベーション（大規模変化）と次の大きな変革までの間
の「小さな」変革と差別化（日常的な小変化、改善）を組み合わせてイノベーションと捉え
ている。それらは技術変化、高品質、製品差別化を通じての競争を推進する傾向をもつと
ともに、技術競争の動態性を考慮すれば、新技術の普及や知識の伝播（経済理論でいう外
部性）、技能やＲ＆Ｄを支える外部資源の利用可能性、インフラ投資その他要因が競争力
と関連していると述べている。
　筆者は、研究と開発と製造の関係、または、生産プロセスにおけるサプライヤーシステ
ムとして、フリーマンが述べている見解の背後には、図10のような関係があると考えてい
る。図10は、産業分析・生産システム
分析の一般的な枠組でもある。
　フリーマンは、図10の関係を踏まえ
たうえで、図11のように、外観的にも
顕著なイノベーションと、外観的な観
察は必ずしもできない漸進的改良型の
イノベーションとの相互関係をやや詳
しく述べている。２つの型のイノベー
ションが相互に作用しつつ、進展（進化）
すると捉えている点は、ルンドバルや
フリーマンに固有の見解かもしれない。
　図11では、価格、非価格、イノベーショ
ンという競争形態をめぐる「理論的要
因」に対応した競争力の源泉を示した
が、フリーマンは、共同研究開発の体
制、独占禁止政策や特許制度など政府
の政策方針、従業者の教育・訓練の仕
組みにまで言及していた。それらの制
度・慣行に関わる要因、および、政府
の政策に関連して、時々の時限的な政
策と「制度化された」政策を含めて示
すと、図12のようになる。これらの図

13） こうした制度的特徴を国全体の次元で捉えて「国のイノベーション・システム」と最初に表現したの
はルンドバルである（Freeman［2008］p.1）。

出所）筆者作成。

図10　研究・開発、製造、販売体制

注）顕著なイノベーションとは、時折の画期的イノベーショ
ンをいう。
出所）筆者作成。

図11　競争力の源泉としてのイノベーション
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に書かれた内容の１つひとつが特に目
新しいわけではないが、「競争力の源泉」
として、それらをどこまで重視して捉
えるか、である。
　なお、フリーマンによれば、フリードリッヒ・
リストは『国家発展論（英語訳ではnational 
system of political economy）』で、当
時のドイツが経済的な後進国であり、
産業強化のための保護貿易政策と産業
振興政策とともに、教育政策として、
大学での研究結果の商業的利用を意識
した工科大学を設立し、工学研究成果の新技術を利用する人材の育成に力点を置いた。さ
らに、国民の教育・訓練に関わる政策を重視した。その結果、生産現場に立つ労働者が、
経験に基づいてスキルを高めていくだけではなく、学問的な基礎を持って新時代の技術を
理解し、生産現場で仕事をすることを可能とした（経営文化の重視）。ドイツでは、技術（設
計と工学）を職人的技芸（arts）や科学と同等とみなした（イギリスでは、科学が技術よりも
上位である点と暗黙に比較している）。また、ドイツでは、化学産業や電気産業における
企業内研究開発組織が形成された。教育・訓練やR&Dの制度化は、長期的思考法があっ
たことを反映している（Freeman［1987］pp.100-101、訳書110-111ページ。Nelson［1993］
p.120も参照）。フリーマンは、リストの著書は実質的に「国のイノベーション・システム」
であると論じている（Freeman［1987］ｐ.99、訳書108ページ）。
　フリーマンの見解を契機に国のイノベーション・システム論が多様な形で広がった。ネ
ルソンやルンドバルの「国のイノベーション・システム」では、国際比較研究として、販
売水準、利益の状況、生産性上昇率の水準などの成果指標、それらに対する生産活動、Ｒ
＆Ｄや投資などの動向、人的資本の水準など事業活動や資源投入活動に関わる指標、そし
て、その背景となる国の制度、政策などの「外的条件」または国のシステム（サブシステム）
の整備に関わっていると言うことができる14）。

（4）MITグループの見解と総合的考察
　MITグループがまとめたシステム要因もフリーマンが捉えた内容とほぼ同じである。
先の図12に示した通りだが、MITグループは、株主と経営陣の関係、従業システム（含・
訓練等）、企業間関係、労使関係を商慣行、労働慣行、人と人の関係や人と組織の関係、
組織間の関係などの「制度・慣行」とみなしていた。これには社会規範、社会的秩序に関
わる取り決め事などインフォーマルな社会的関係性も含むと考えられる。他方、公教育、
政府が制定する法制度や法体系（フォーマルな制度）と各種政策（競争政策、特許制度、産

出所）筆者作成。

図12　競争力に関わる諸要因

14） 経済理論的な表現として、「資源配分における市場様式と企業様式の組み合わせ」、「潜在的市場を念頭
に置く形でのイノベーション」という表現もしている（Freeman［1987］p.63、訳書72ページ）。
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業政策）もある（Dertouzos et al .［1989］pp.81-107、およびpp.108-116）。
　アメリカ製造業の競争力に結びつけて再考したとき、同国の歴史的な経緯の中でそれら
の一部に修正や改良が見られたとしても、制度・慣行や法制度の中心的内容はほとんど変
わっていない。株主と経営の関係、就業システム、公的教育、短期的経営の視野などは大
きく変化しなかった。変化したのは、産業と大学との連携、大学発明の事業化推進体制、
共同研究活動、特許政策などであった15）。一国の制度・慣行には様々な力関係や合意や妥
協の産物が凝縮されており、自然に形成された「社会秩序」の性格が強いのである。
　その中で、図12に示した株主と経営との関係（所有と経営の分離が企業行動にどれほど
の影響を与えるのか）を確かめるには、事業利益の過半または大半を配当や自社株の購入
に充て、設備投資や研究開発にはさほど資金を回さない株主重視の事業経営を行う企業の
競争力を検証することが有意味であろう。とくに、配当性向の引き上げや自社株買いの増
加が、設備投資行動を抑制し、その結果が競争力にいかなる影響を与えているかは検討に
値する（検討仮説１）。
　また、政府の考え方が法律や政策を大きく変更する場合に限り、人や組織は方針や行動
を変えるかもしれないので、そうでなければ競争力の検討について、顕著な社会的変化は
ないという点も検討仮説２となるだろう。

（5）工程イノベーションと企業間連携
　製品・製法または工程のイノベーションとひとくくりにするが、その内実はもう少し細
かくなり、企業間連携と結びついている。たとえば、既存品を質的に向上させるためには、
企画・設計の見直しや改訂のレベル、それを実現する生産プロセスでの加工・組立を変更
するレベル、製品・サービス提供方法の仕組みの変更というレベルもある。そこでは当該
企業や外部組織やサプライヤー企業・協力企業の経営資源・技術・スキル、アイデアや知
識が関わってくる。
　製品・サービスの差異を誰がいかにして生み出すのだろうか。また、誰かが製品・サー
ビスや新規の事業アイデアを着想したとき、１つの企業・組織内だけでそれを具体的な事
業として実現できるのだろうか、企業・組織間の連携やサプライヤー企業の協力をどれほ
ど必要とするのかという論点である。
　競争力が強い産業の中の企業は、川上側に位置するサプライヤーと強力な相互作用をも
つ関係となっていることが多いという見解があった（Porter［1990］pp.101-104、Nelson 

［1993］p.510）。レスターらも、アメリカ産業の競争力に関する国の社会的・経済的構造
の課題ないし弱点は、会社とそのサプライヤー間での協力と調整の欠如、企業内のさまざ
まな部署間の協力と調整の欠如、そして経営側と労働側との統合や伸縮性の欠落という見

15） 1982年、特許保有者の権利保護を強化する連邦巡回控訴裁判所が設立された（プロパテント政策への転
換）。1984年、事業化前の段階における企業間の共同研究行為への反トラスト法罰則規定を緩和した「国
家共同研究1984年法」が成立した。なお、本稿では、短期的視野での経営、産業政策、競争というゲー
ムのルール、マクロ経済要因（投資不足、税制等）を検討しない。
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解を示していた（Lester=Piore ［2004］ p.172）。研究と開発･製造の活動を社内で行う（垂
直統合）か、社外組織との連携で行う（分業・連携体制）か。実際の経緯を見ると、たとえば、
電子工業では、アメリカ企業の設計したものをアジア企業が製造するという国際分業関係
が形成され、アメリカ企業の生産プロセス自体が実質的に変化した。自動車工業でも、国
際的なサプライヤーとの関係が少しずつ構築されていった。よって、企業間連携に関する
議論も質的に変化した側面はある。
　企業間での（その優劣が費用水準に関わる）競争力は多様な要因に依存している。たとえ
ば、アメリカの自動車メーカーにとって、1975-1990年は価格競争力を基礎づける費用水
準とその関連要因（生産性等）の推移だけでなく、製品の品質（燃費、故障率）、モデルチェ
ンジ（新車開発）、それらを総合した車の魅力、費用対効果が検討の対象となった（明石

［2019］第３章参照）。そこでは、生産活動の途中における設備・器具の交換（段取り）、機械・
装置の保守・点検等に要する実質的非稼働時間（アイドル時間）の削減、その積み上げが、
１つの製品を作るためや１つのサービスを提供するための所要時間短縮となり、費用全体
の削減に大きくかかわっていた。
　また、工程イノベーションは製法の変化、工程の変化という「目に見える」変化だけで
なく、一部の機械・装置・システムの改良、部材の変更、部品・部分品の改良・取り換え
時間とも関わり、これらの要因は、無数の変化と改良の蓄積と結びつきながら、日常的生
産活動の中で改善されている。1980～1990年代には、競争力を左右する源泉として、これ
ら１つひとつの細かい要因に関する分析が詳細になされた16）。
　最終財の差別化を具体化するためには、新しい中間財の開発や生産方法の調整が必要で
ある。一方、中間財を多く使う最終財では、１つひとつの中間財の革新や新規性は通常、
最終財そのものの新規性とまでは受け止められないが、中間財の機能や費用削減に関わる
改良や改善は日常的な生産活動の中でも実施されている。つまり、材料や部品等、中間財
のイノベーションが、工程のイノベーションに結びついている。逆に言えば、「新しい」
生産方法やシステムを導入したからといって、すべての課題が解決するわけではなく、工
程や方法のイノベーションを実現するためには、素材、部品、それらの組み合わせ方や方
法の革新を必要としているのである。
　競争力の減退について、企業組織およびイノベーション推進体制として研究と生産のプ
ロセスをいかに統合するかという組織管理、技術経営、事業経営、政策的支援の仕方など
の論点が従来から課題として出されていた（Georghiou et al.［1986］）。それは、生産・供
給側から見た卓越性水準からの乖離の是正を検討した側面といえる。他方、販売能力から
みた事業的成功の側面もある。他者に先行して研究技術の成果を出しても、販売が不十分
で、科学技術の成果が事業収益に結びつかない点である。

16） 1980年代当時は、製品開発システムや、「系列」を含むサプライヤーシステムなどの役割が議論となっ
た。とくに、分業・連携体制の形式として、「系列」を含むグループ企業同士か、資本関係は高くない
企業同士の長期継続的関係かなどの形態が、事業成果にどのような影響を持つかの研究としてなされ
た。
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６.　考察

　一般に、競争力規定要因は、低費用と製品差別化以外に、品質、製品特性、新製品イノ
ベーション、技術の差異、製品設計、工程技術、方法と技術の改良とイノベーションなど、
3つの次元からなる。費用は、合理化、改善などの日常的活動に関わる部分と、プロセス・
イノベーションとして、製法、工程の（大幅な）変化に依存する部分とで規定されるだろう。
労働生産性向上は、そうした業務遂行に関わる人的能力や組織能力、労使関係やワーカー
の知識取得とスキルの向上という教育・訓練の社会的制度や仕組み、あるいは、企業間の
協力関係の仕方も関わってくる。企業間・組織間の連携またはチームワークの悪さは、人
的能力のせいだけではなく、職務範囲の限定性、個人業績評価の基準などとも関わり、職
務や労働の成果は就業システムと関わってくるので、簡単な結論を出すことはできないと
もいえる。
　次に、既存の経済学では（その一部は経営学でも）、製品イノベーションを、まったく新
しい製品（大半は最終財）の登場とみなし、それが既存製品を駆逐する影響力を持つものと
さえ位置付ける（定義する）ことが多い。また、プロセス・イノベーションに関しても、既
存の費用水準を大幅に引き下げる変化として定義する形で、影響を論じることが多い。し
かし、それらは時折の画期的変化の発生要因とみなすべきなのである。それらの日常的競
争または定型業務の中での差と切り離して、イノベーションという要因を位置付けている
のである（明石［2021］p.4）。
　ここで、改良と言うとき、既存の製品・システムの一部を修正し、顕著な機能向上や費
用低下をもたらすことを指すことが多い。日本企業では、「小さな改良」を積み重ねた結果、
一定の費用削減や、比較的に顕著な変化に導くことなど、日常的改良は顕著な機能向上や
費用低下をもたらすと捉えられてきた（明石［2002］第２章）。しかし、個人の創造性を重
視するアメリカでは、企業の技術開発において、既存品の機能を段階的、ときには飛躍的
に改良しても技術者として評価されないことが多い。英米企業では、既存の製品や製法の
改良は既知の事柄であり、そのうえでの改良は「創造的」行為と言えないという理解が広
く定着している。英語でも、improvement（改良）とcontinuous improvement（改善）と
は別物と表現されている。改善（kaizen）とは日常的な事業活動、または、継続的改良で
あり、それは、一回で比較的に目に見える改良とは異なる。（品質向上に関しても改善と同
じ文脈で理解されることが多い。）
　しかし、ルンドバルが言うとおり、画期的変化はたまにしか生じないし、時折りに生じ
る大きな変化と、現実には、日本企業のような日常的改善の連続を積み上げている状況が
ある（一部のアメリカ企業は改良さえも専門家による判断に依存していた）。つまり、ルン
ドバルやフリーマンは、競争力の発揮には、継続的改善が重要であり、それが製品、プロ
セス、品質面での持続的イノベーションを生み出し、国際競争力を高めていると論じてい
る（Freeman［1987］pp.96-97、訳書106-107ページ）。イノベーションに関連して、技術や
製品・サービス等の大きな変化と小さな変化という区分法よりも、不連続で、突発的な変
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化または日常的変化という次元と組み合わせてみる点がルンドバルの問題提起といえる。
それは、費用が最善実行可能な水準（理論値）のみならず、設備の稼働率や事業運営に関わ
る経営能力や「技術」・ノウハウに依存する部分があるとみるためであろう。
　結局、原価を引き下げるために低賃金な国・地域へ生産拠点を移転すること（多くは海
外生産、つまりオフショア生産） を繰り返すだけの企業など、もっぱら販売価格を引き下
げるだけの方策をめぐる競争と、製品・サービスの魅力または特徴を価格以外の要因に求
める競争とに分けて考えると、前者は事業撤退し、後者は事業を継続している可能性が高
いようにも思われる。この点を仮説３として検討する必要がある。

　さて、科学と技術、研究と生産、研究･開発のあり方、生産効率と改良の実施などに関
わる論点の１つひとつはかねてから存在したが、いわば、産業システムまたは制度要因の
系統的な検討活動として、経済・経営領域で重点的に取り上げられた時期もあった。ここ
で取り上げた１つひとつの要因や課題を、企業などの各事業主体に委ねておくのか、それ
らを系統的に整備する国家的意思または産業政策を再構築するべきかどうか、いわば個
別経済主体の自発的行動（およびインフォーマルな組織対応）と、政府が統一した意思で
対処するフォーマルな対応という側面が浮かびあがった。スコットは「国家的経済戦略」

（national strategy）（Scott［1985］p. 71, 訳書137ページ）という概念で全体像をとらえて
いるが、アメリカでは、国防総省の「科学技術政策」を除くと、産業に対する公共政策の
実施には消極的である。仮に公共政策を行う際であっても、高度技術に関わる政策など、
具体的テーマに沿い制度設計を伴う形式よりも、基盤整備レベルが中心である。
　なお、スコット＝ロッジ、フリーマン、MITグループが注目した制度的要因は、現在、
競争力の源泉として、いかなる意味を持っているのだろうか。競争力の源泉としての意義
を失ったのであろうか。この点は、検討課題というレベルの話ではないので、産業システ
ム的要因、または、国のイノベーション・システムに関わるリサーチ・クエスチョンとし
て改めて検討し直す必要があるだろう17）。

７.　結び

　本稿では、国の競争力という概念、および、競争力を世界市場シェアで見ることの意味
と限界について論じた。本稿で確認できたことは以下のとおりである。
　第１に、競争力概念の捉え方にも、１）研究能力、開発能力での優劣という技術を軸と
する比較の視点、２）より早く（先行的）商品化し発売するという視点、３）より多く販売す
るという結果を見る視点、という３つの次元があるとわかった。また、より多くの利益
を上げるという利益水準を見る視点も別途、ある。それらは技術的優位性、時間的競争

17） IT・インターネット産業では、競争力に関する考え方は、伝統的産業とは異なる。ビジネスモデルも
違う。今後の研究に結び付けたい。
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（time-based competition）、販売シェア、利益（率）という指標・要因と関わっている。
　技術的に新しい製品・方法や技術以外の面で新しい製品・方法が必ずしも期待通りに
売れるとは限らない。また、新製品開発の競争を含めて、競争相手企業との時間的先行競
争は、なすべき事柄を事業当事者間では相互にわかっていて、短期間での対応力（quick 
response）を問う形態が多い。先行者が多大のリスクを負担して、先行的に商品化し販売
しても、結果として、十分な利益を獲得できないこともある。
　第２に、世界市場シェアを競争力指標とした場合、生産、販売、輸出（品）での比較が多い。
金額で見る場合が多いが、自動車のように台数ベースもあるし、素材のように重量などで
見ることもある。一方、各国の企業の販売や生産というときには、（連結財務諸表ベースで）
母国での販売や生産と外国での販売や生産との合計を比較しているが、国内生産統計を除
くと、細かいデータを得られないので、企業ベースでは、輸出での比較は意味が少ないだ
ろう。
　50年以上前では、生産状況と販売状況は類似の特徴を反映していたかもしれないが、そ
れは製品等が相対的に不足していたからである。20世紀の末頃からは、世界市場で見て、
過剰生産状況が定着したので、生産の量や金額と、販売の量や金額は一致しない。そうす
ると、販売や生産の統計のいずれで見るかは、統計数値の入手可能性や関心次第というこ
とになる。
　「国の競争力」は基本的には貿易収支に着目するが、多国籍企業と言わなくても、グロー
バルに事業展開する企業では、たとえば、部品は生産拠点に輸出され、そこで完成した製
品を母国に持ち帰ることもあるし、現地や第三国への販売もある。１つひとつの貿易の大
きさを国の競争力と結びつけて解釈することには限界もある。現在の日本の電子機械製品
では、中国からの輸入が多い。一方、日本から中国に向けては電子部品や関連機械の輸出
が多い。さらに、同一業種でも、輸出入で見る限り、製品（最終財）の競争力と部品（中間財）
の競争力では状況が違う。各国には、競争力が強い業種があり、各国が輸入する財にも固
有の背景があるので、内容に応じた検討が求められる。輸出品が製品（最終財）か部品（中
間財）かなど、貿易品目の内容別構成を点検する必要が出てくるのである。
　第３に、世界市場でのテストについて、利益を伴って、世界市場でのテストに見合うと
いう条件の理解の仕方について、それは、赤字販売を含まないことは当然だが、どれほど
の割引販売までを含むと言えるのだろうか。
　また、差別化の程度ではなく、「グレード（等級）」の差や顧客属性の違いに着目して、
先進国と途上国、ないしは、高額品とその他というセグメント市場で考えるとき、「同一」
市場と見ることが適切かどうかという疑問が出る。
　第４に、改良型イノベーションは、研究活動を行うR&D部門だけでの成果ではなく、
事業化への取り組み以降の生産段階と、日常的な製造やサービスを提供する生産段階であ
る事業所活動の中から生まれてくることが多く、画期的で技術的に高度な新規性は多くな
くとも、製品・サービスの品質や魅力または費用対効果を高める点で、販売促進への貢献
度は大きい。とくに製品・サービスの使用期間や経済的耐久寿命が長いほど、技術面で見
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たブレークスルー的な革新性や、最終財に外見上の際だった新しさ（新規性）がなくても、
材料、部品などの技術要素での改良を重ね、製品・サービスの総合的な機能・性能や耐久
性などを徐々に漸進的に改良し、一定期間の後にそれらを一定水準以上に高めて、高品質
と見なされるならば、製品の競争力を高める上では重要な側面といえる。
　第５に、結局のところ、競争力の決め手は何か。規定要因が重層的に存在するとして
も、主要因とパラメータ的要因をどのように見るべきだろうか。21世紀になり、中国を筆
頭にきわめて大規模な生産活動を行う国の出現で、中間財の大量購入と、国内市場で販売
しきれなかった財の間歇的な流出が世界市場の需給バランスを乱し、価格の下落が生じて
いる。それらは、本稿で論じた国際競争力に関わる（政策）理論と連続性を持つ事象と言え
るのだろうか。需給バランスの攪乱自体は、「需要予測」に基づいたといえない過剰生産
の影響に起因するものであり、新旧の貿易理論や本稿で検討した国際競争力の概念では説
明できない要因をはらんでいると思われる。
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